
（平成２３年１２月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認島根地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



島根国民年金 事案415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び③の国民年金保険料については、還付されていな

いものと認めることはできない。 

また、申立人の申立期間②及び④の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①  平成元年５月 

②  平成元年６月から２年２月まで 

③  平成２年12月及び３年１月 

④  平成３年２月から５年４月まで 

申立期間①及び③に係る国民年金保険料は還付されたと記録されている

が、還付を受けた記憶はないので、申立期間①及び③に係る国民年金保険

料を還付してほしい。 

また、申立期間②及び④は、国民年金の第３号被保険者期間と記録され

ているが、当該各期間の保険料は、Ａ市区町村から送付された納付書によ

り、同市区町村の窓口又はＢ金融機関Ｃ出張所（現在は、Ｄ金融機関Ｅ出

張所）において現金で納付した。時には、Ｂ金融機関Ｃ出張所にＡ市区町

村の職員が訪れた際、当該市区町村の職員に直接保険料を手渡して納付し

たこともあった。 

申立期間②及び④に係る国民年金保険料を納付していたものと認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間①及び③に係る国民年金保険料については、オンライン記録か

ら、申立人が申立期間①及び③において国民年金の第３号被保険者に該当

したこと、及び還付決議（申立期間①については平成元年６月＊日、申立

期間③については３年３月＊日）時点において、過誤納付された国民年金

保険料を他に充当する期間が無いことを理由に還付されていることが確認

できる上、当該各申立期間に係る還付金額、送金（支払）通知書作成年月

日、及び還付金振込口座の口座番号がオンライン記録上明確に記録され、

これらの記録や当該各還付に係る一連の事務処理に不自然さは無く、ほか



に申立人に対する国民年金保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、オンライン記録に記載された還付金の振込金融機関名

及び口座番号について、「そのような金融機関に私名義の預金口座を開設

したことは無く、預金通帳も持っていない。」旨を主張しているが、Ｄ金

融機関の回答及び同金融機関が保管する申立人の預金口座に係る普通預金

取引明細書（平成元年10月以降分）から、申立人は、申立期間①及び③当

時、前述の還付金が振り込まれたとされる金融機関に同じ口座番号の預金

口座を持っていたことが確認できる上、当該預金口座に係る情報を、社会

保険事務所（当時）が申立人の了承を得ることなく取得できたとは考え難

く、申立人からの還付請求に基づき当該預金口座に係る情報を取得したも

のと解するのが自然である。 

さらに、申立期間③に係る還付金については、前述の普通預金取引明細

書から、平成３年５月１日付けで前述の預金口座に入金されていることが

確認できる。 

このほか、申立人から聴取しても、国民年金保険料が還付されていない

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①及び③に係る国民年金保険料を還付され

ていないものと認めることはできない。 

２  申立期間②及び④の国民年金保険料については、申立人は、「Ａ市区町

村から送付された納付書により納付した。」旨を供述しているところ、オ

ンライン記録から、申立人の申立期間②及び④に係る国民年金の第１号被

保険者から第３号被保険者への種別変更届は、社会保険事務所において、

それぞれ平成元年６月13日、３年３月15日に処理されており、申立期間②

及び④は、当該各申立期間の当初から国民年金の第３号被保険者期間とし

て取り扱われていたことが確認できることから、制度上、申立人に対して

Ａ市区町村から納付書が発送されたとは考え難い上、同市区町村も「第３

号被保険者に納付書を発行することはない。」と回答している。 

また、申立人は、「申立期間②及び④の国民年金保険料については、Ａ

市区町村の窓口又はＢ金融機関Ｃ出張所において現金で納付し、時には、

Ｂ金融機関Ｃ出張所にＡ市区町村の職員が訪れた際に、当該市区町村の職

員に直接保険料を手渡して納付したこともあった。」と供述しているとこ

ろ、Ａ市区町村は、「当時、当市区町村の国民年金業務担当の窓口では、

国民年金保険料の収納事務自体を行っていなかった。また、金融機関の出

張所等に当市区町村の職員が出向いて保険料を徴収することもなかった。」

と回答している上、Ｄ金融機関Ｅ出張所も、「Ａ市区町村の職員が、当金

融機関の出張所等において国民年金保険料の収納を行うことはなかった。」

と回答しており、申立人の申立内容に齟齬
そ ご

が認められる。 

さらに、申立人に係る国民年金被保険者名簿から、申立期間②及び④は

国民年金の第３号被保険者期間と記録されており、オンライン記録と一致

している上、申立期間②及び④に係る国民年金保険料が納付されていたこ



とをうかがわせる記載も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間②及び④に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の

申立期間②及び④に係る国民年金保険料が納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間②及び④に係る国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。



島根国民年金 事案416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年３月 

申立期間当時、Ａ市区町村から国民年金の加入案内が送付されてきたの

で、平成３年５月頃から同年７月頃までの期間に、同市区町村の窓口にお

いて国民年金の加入手続を行い、その場で申立期間に係る国民年金保険料

を納付した。 

申立期間に係る国民年金保険料が未納と記録されていることに納得でき

ないので、申立期間を国民年金保険料の納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成６年８月11

日以降に払い出されたことが確認でき、当該払出し時点において、申立期間

の国民年金保険料は時効により納付できない。 

また、申立人は、「平成３年５月頃から同年７月頃までの期間に、Ａ市区

町村の窓口において国民年金の加入手続を行い、その場で申立期間の国民年

金保険料を納付した。」と供述しているところ、申立人が国民年金の加入手

続を行ったと主張する当該時点において、申立期間の国民年金保険料は過年

度保険料となり、制度上、市区町村の窓口において納付することができない

上、Ａ市区町村も、「申立期間当時、当市区町村の窓口では、過年度保険料

の収納事務を行っていなかった。」と回答している。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、Ａ市区町村から国民年金の加入案内

が送付されてきた。」と供述しているところ、Ａ市区町村は、「申立期間当

時、申立人が主張するような加入勧奨業務は行っていない。」と回答してお

り、申立内容に齟齬
そ ご

が認められる。 

加えて、オンライン記録から、申立人が申立期間に係る国民年金の加入手

続を行ったとする平成３年５月から同年７月までの期間において、申立人に

対し、前述の国民年金手帳記号番号とは別の記号番号が払い出されているこ

とをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人も、「現在所持している年

金手帳（前述の国民年金手帳記号番号に係るもの）以外に、年金手帳の交付



を受けたことはない。」旨を供述している。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の申立期間に

係る国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 



島根厚生年金 事案598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年９月12日から41年１月11日まで 

申立期間は、Ａ社（昭和35年11月に「Ｂ社」に商号変更。）Ｃ支社に勤

務していた。申立期間の標準報酬月額は、私が記憶している当時の報酬月

額に比べて低額と記録されているので、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を実際の報酬月額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人の厚生

年金保険被保険者資格の取得時における標準報酬月額は5,000円であることが

確認できるところ、当該標準報酬月額は、Ｂ社Ｃ支社が保管する「健康保険

厚生年金保険被保険者資格取得届」に記載された申立人の厚生年金保険被保

険者資格の取得時における報酬月額に見合う算定基礎額（4,610円）及び標準

報酬等級（３級）と符合していることが確認できる。 

また、Ｂ社Ｃ支社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失時における標準報酬月額は２万

8,000円であることが確認できるところ、当該標準報酬月額はオンライン記録

と一致している上、同社Ｃ支社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者

資格喪失届」に記載された申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失時にお

ける標準報酬月額とも一致している。 

さらに、前述の被保険者名簿及び被保険者原票から、申立人と同じ職種で

あったと供述する同僚一人、及び申立人が申立期間当時一緒に勤務していた

として名前を挙げた同僚３人、並びに申立人と同時期（昭和29年９月）に厚

生年金保険の被保険者資格を取得した同僚４人の計８人の申立期間における

標準報酬月額は、申立人の申立期間における標準報酬月額とほぼ同額である

ことが確認でき、申立人の標準報酬月額が他の同僚に比べて高額であった事

情は見当たらない。 



加えて、Ｂ社Ｃ支社は、「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び

資格喪失届以外の資料は保存していないため、当該届出に係る資料に記載さ

れている標準報酬月額等を除いて、申立期間における申立人の給与月額及び

厚生年金保険料の控除額は不明である。」旨を回答している上、前述の８人

の同僚から聴取しても、申立期間における申立人の給与月額や厚生年金保険

料の控除の状況等について関連資料及び供述を得ることはできない。 

このほか、申立人が主張する報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されたことを確認できる給与明細書等の資料は無い上、申

立人が主張する報酬月額に見合う厚生年金保険料控除額を推認できる関連資

料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間において、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 


